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【研究論文】

連結配当規制に つ い て の
一

考察

酒　巻　雅　純

　 （埼玉 大学 ・院生）

は じめ に

　株主有限責任 （limited　liability） を前提 とす

る株式会社制度に お い て ，会社財産の 分配 （剰余

金 の 配 当 ， 自己株式 の 取得等）に対す る規制は ，

会社 の 出資者で ある株主 の 利益と，そ の 会社に債

権を もつ 債権者の 利益 の 対立を調整す る重要な問

題で ある 。 わが国の 商法 ・会社法で は，債権者に

対す る元本 を維持 し，利息の 支払 い を確保す る債

権者保護の 観点か ら，資本制度 （す な わ ち，資本

金及 び準備金 の 制度） に基 づ き，個別財務諸表

（会社法で は 計算書類 とい う） を基礎 とす る配当

規制が 行われ て き た 。

　会社法に 基 づ く法務省令で ， 連結計算書類を作

成す る こ とが で きる会計監査人設置会社 につ い て，

「連結配 当規制適用会社」 とい う観 念が 認 め られ，

連結配 当規制が創設 された 。

　本稿の 目的は ， わ が国に お ける株式会社 の 配当

規制 （連結配 当規制を含む）に つ い て 考察を行い ，

親会社の 分配 可能額 の 補完情報 と して ，「親会社

の 分配 口∫能額と，そ の 完全子会社の 分配可能額を

計算 し，こ れら を合計 した 額 （以 ド，「親会社 ・

完全子会社 の 分配可能額」 と い う）」 に つ い て ，

親会社の個別貸借対照表に 注記す る こ と，及 び親

会社 の 1株 当た りの 「親会社 ・完全子会社 の 分配

可能額」 に つ い て 注記 す る こ と，を提言 す る こ と

で あ る 。

　さ ら に，こ の 提言に つ い て ，純粋持株会社で あ

る三 菱 UFJ フ ィ ナ ン シ ャ ル グル ープ の 実態 に照

ら して ，考察す る 。

1　 わ が国の 配当規制 の特質

　わ が 国の 株式会社 の配 当規制で は，個別財務諸

表を べ 一
ス に そ の 貸借対照表の 純資産の 部の うち

の 「剰余金 （そ の他資本剰余金＋ そ の 他利益剰余

金）」 を配 当原資と して い る。 そ して ， 会計 の 情

報提供機能 と利害調整機能 とい うそ れぞ れの 目的

が異な る の で ， 会計上 の 利益 （業績利益 ：業績尺

度） と会社法上 の 利 益 （業績利益を基礎 に し た分

配可能額 ：分配尺度）とは異な る 。 そ こ で ， 会計

基準は分配可能額 の 算出 の ため の 基礎数値 （剰余

金の 額）を提供 す るが ， それを用 い て どの よ う に

分配 可能額を算出す る の か は ， 会社法上 の 債権者

保護の 観点か ら規定す る構造 とな っ て い る。

　わ が国の 商法 ・会社法 で は ，担保を もつ 債権者

の 利益を強 く保護す る傾 向が強 く，配 当 の 限度額

を定め る こ と に よ り，株式会社の 財務的基盤を危

うくするよ うな配 当を認 め て い な い 。

H　 わ が国の 連 結配 当規制の 特質

〔1） 連結配当規制 に つ い て の 考え方

　会社法 に 基 づ く法務省令 で，連結配当規制が創

設 された 。 で は，ど の よ うな考え方で 規制が加え
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られて い る の で あろ うか 。

　まず ， 連結配 当規 制に 対 す る考え方 に つ い て で

あ る 。

　わが 国の 会社法で い う連結配 当規制とは ， 「あ

る事業年度 の 末日か ら次の 事業年度 の 末日ま で の

間に お い て 連結ベ ース で の 利益が個別ベ ース （親

会社）の 利益 よ りも少な い 場合に は ， そ の 差額を

親会社の 分配可能額か ら減額す る」 と定義で きる

（た とえ ば，個別ベ ー
ス （親会社） の 利益 が ユ00

で ，連結 べ 一
ス で の 利益が 60 の 場合，そ の 差額

40 を個別べ 一
ス （親会社） の 分配可能額か ら減

額 し，60 を分 配 可能額 とす る）。 こ の 定義 で い う

「少な い 場合」 と は ，具体的に は，親会社 の 保有

す る子会社 ・関連会社株式に 「含み 損 （評価損）」

が あ る状態で あ る 。
つ ま り， 会社法で は ， そ の 評

価損を親会社 の 分配可能額に反映 させ ，連結利益

剰余金の 範囲内に配当を制限 して い る の で あ る 。

た だ し，連結配 当規制で は，連結上が 赤字の 場合

に個別が黒字で も配当を認めな い とす る に 止 ま り，

逆 に 連結が黒字 で 個別が赤字 の 場合に配当を認め

な い （つ ま り評価益は算入 しな い ）。

　 こ う し た 規制を加え て い る論拠 に は，

　  分配可能額に つ い て ， 評価益 を算入 せ ず ，

　　評価損 は算入す る処理が，債権者保護の観点

　　か ら望 ま しい とい う保守的な考え方 ，

　  親会社 と子会社等は 法的に は別の 会社で あ

　　 り，配 当 を支払 う の はあ くま で個別 の 会社

　　 （親会社） で あ る と い う法的形式 （独立 した

　　法人格），が ある。

　以上 の論拠か ら，わが 国の 連結配 当規制で は ，

分配可能額を必ず しも連結ベ ー
ス で捉え て お らず，

あ くま で 親会社 （個別財務諸表）の 剰余金を ベ ー

ス に配当す る こ とが前提 とな っ て い る の で あ る
。

　 次に，連結配当規制 の 在 り方 と して ，「親会社

の 個別財務諸表に 計 上 され て い る子会社株式の 評

価 に持分法の 適用を認め る こ とが可能か」 と い う

問題があ る 。
つ ま り， 持分法を個別財務諸表で も

適用す る こ とを前提と して ， 分配可能額 の 算定 の

基準と して 個別財務諸表を用 い る こ とも考え うる。

しか し，こ こ で 重 要な論点とな る の は ， 持分法 の

適用 に よ っ て 計上 され る利益 （すなわち，子会社

投資勘定の評価益） に つ い て で あ る 。 なぜな らば，

会 社法 で は ， 発生 主 義会 計 （accrual 　account −

ing） な い し取得原価主義会 計 （historical　cost

accounting ）を重視 し て お り， そ の 実現概念 に

従え ば ， 子会社投 資勘定 の 評価益を配 当す る こ と

は認め て い な い か らで あ る Q

　持分法 は原価法と同様に，子会社株式な どに対

す る評価方法 と して 個別財務諸表上 で も適用す る

こ とが 可能で あ るが
ω ，現在の と こ ろ，わが国 で

は，個別財務諸表で は持分法を適用す る こ と は 認

め て い な い
。

つ ま り，子 会社株 式及 び 関連会社株

式 は，他 の会社を支配す る 目的または他 の 会社 へ

の 影響力を行使す る 目的で 保有す る株式で あ る か

ら，時価 の 変動を財務活動の成果 とは考えな い事

業投資と同様に ， 取得原 価 を も っ て貸借対照表価

額 として い るの で あ る 。

  　連結配当規制に つ い て の規定

　連結配 当規制 の 機能は ，支配会社 （親会社） と

被支配会社 （子会社等）か らな る連結 グ ル ープ に

お い て ， 子会社等の 業績を分配可能額 に反映さ せ

る こ とで あ る Q

　会社法で は ，「連結配当規制適用会社」
 

と い う

概念が導入 され た
。 連結配 当が 可能な 会社 は ，

「連 結配 当規制適用会社」 と い い
， 連 結計算書類

を作成 （会計監査人設置会社
（3）

は，連結計算書類

を作成す る こ とが で きる，と して 任意作成の 規定

とな っ て い る） して い る こ とが要件 と な る
ω

。

　連結配 当規制 に つ い て の 具体的な規定 と して ，

会社計算規則第 158条 4 項で は，「連結配当規制

適用 会社」 が ， 「連結剰余金 差損額」 を計算す る

算式を次の よ う に定め られ，そ の 差額 を分配可能

額か ら減額す る 。
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　すなわ ち， 連結配当規制 を適用す る場合，最終

事業年度の 末 日における個別貸借対照表 と連結貸

借対照表をべ 一ス に ，それ ぞれ の 株主資本の 額か

ら ，   そ の 他有価証券 評価差額金 （損），  土 地

再評価差額金 （損），  の れん等調整額 （当該の

れ ん 等調整額が資本金 の 額 ， 資本剰余金 の 額及び

利益 準備金 の 合計額を超え て い る場合に は ， 資本

金の額 ， 資本剰余金 の 額及び利益準備金の 合計額），

及び   最終事業年度の 末 日後に子会社か ら自社株

を取得 した場合には，取得直前の 子会社に おける

帳簿価額の うち連結配当規制適用会社の 子会社に

対す る持分に 相当す る額 の 合計額 を減 じ て得た額

と比較して ， 連結べ 一
ス の 方が少 な い 場合に は，

そ の 差額を分配可能額 の 算定上 ， 減額 しなければ

な らな い
。 連結べ 一

ス の方が 多い 場合に は ， 減額

する こ とは しな い Q

　個別貸借対照表と連結貸借対照表の 株主資本 の

額を比較す る と ， 資本金 の 額が
一

致 し ， 連結子会

社の 貸借対照 表上 の 資本剰余金 （資本準備金 額 と

そ の 他資本剰余金額）は連結貸借対照 表上では相

殺消去 され て い る た め，個別ベ ー
ス の 株主 資本か

ら連結 ベ ー
ス の株主 資本を減 じて 得 た 額は，結局，

「個別べ 一
ス の 利益 剰余金か ら連結べ 一

ス の利益

剰余金を減 じた額」 とな る 。
こ の 差額を分配可能

額か ら減額す る こ と に な る 。

皿　わ が国 の 連結配 当規制 に 対す る提 言

（O　考え方の 提示

　連結経営が
一
般化 す る中で，仮 に，経営者 （取

締役）が連結配当政策を進 める に して も， 個別財

務諸表上 の 利益剰余金 と連結財務諸表上 の利益剰

余金 と を比較 して ，結局，親会社 の 個 別財務諸表

上 の 分配可能額の 範囲 に 制限 さ れ る 。 し たが っ て ，

会社法で は ， 親会社 の 個別財務諸表上 の 剰余金 を

超え て 配 当す る こ とは で きな い 。

　こ れに 対 して ， 次 の   及 び   の よ うな考え方

（親会社の 個別貸借対照表上 の 剰 余金を超え て 配

当す る方法）を提示す る こ とが で きる 。

　  会計的視点か ら ， 「親会社 の 個別 財務諸表

に計上 され て い る子会社等株式の 評価 に持分法の

適用 を認め ，実質的に 連結ベ ース で 配当す る」 こ

と が 考え ら れ る 。
こ の 点に つ い て ，次 の  

一L 及

び  
一2 に分け て，考察す る 。

　 
一1 子会社 ・関連会社株式の 評価 と して ，持

分法 を適用す る 。

　 しか し ，
こ れに は ， 仔）未実現利益の配 当， （ロ）子

会社の少数株主の保護，とい う二 つ の 限界が ある 。

　en　未実現利益の配当

　親会社の個別財務諸表 に計上されて い る子会社 ・

関連会社株式の 評価 に持分 法の 適用 を認 め，実質

的 に連結べ 一
ス で 配当す る こ とが考え られ る。

つ

ま り，子会社等株式 の 評価 に持分法を適用すれ ば，

そ の 評価益 が親会社 の 分配可能な 剰余金 を構成す

る の で，実質的に連結ベ ース で 配 当す る こ とが で

き る。

　 しか し，持分法の 適 用に よ っ て 計上 され る利益

（子会社投資勘定の 評価益） が配当適状 に あ る と

は い い がた い 。
つ ま り， 会社法で は ， 発生主義会

計 （accrual 　 accounting ） な い し取得原価主 義

会計 （historical　cost 　accounting ） を重視 し て

お り， そ の 実現 概念 に 従 え ば，子会社投資勘定の

評価益を配当する こ とは認 め られ な い の で あ る 。

　回　子会社の 少数株主 の 保護

　子会社等の株主総会の 普通決議 によ らず，子会

社等 の利益が親会社の 配当と して 支払われ て しま

うこ とか ら， 子会社 の 少数株主の 保護が 阻害 され

る。

　そ こ で ， 「完全な 支配関係 の存在」 を根拠 と し

て ，次 の 方法が考え られ る 。

　  一2 親会社 の 個別財務諸表に 計上 され て い る

「完全子会社株式 （親会社 が子会 社 の 株式 の 100

％ を所有）」 に 限定 し て ，そ の 評価 と して 持分法

を適用す る。
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　 こ こ で ，「完全な 支配 関係 の 存在」 とは ， 次 の

よ うで あ る 。 連 結経営が
一

般化 し，連結決算の 時

代 に な り， 社内分社 と完全子会社とはほ とん ど変

わ らな い 。 つ ま り，本社の 経営者 （取締役）が企

業価 値重 視の経営を株主か ら求め られ る場合 ， そ

の企業価値 は連結ベ ー
ス の 企業価値で あ る 。 し た

が っ て ，親会祉の 内部 に あ る事業部門だ けで な く，

子会社に 対 して も本社経営者は ガ バ ナ ン ス を発揮

し支配 を強めな ければな らな い 。 これは ， 事業部

門と子会社の 間で 支配面で差異がな い
。

つ ま り，

完全子会社に つ い て は ， 親 会社 の 事業部 門の
一

部

と考え る こ とが で きる の で ある
 

。そ して ， こ れ

を根拠 と して ， 「完全子会社株式」 に 限定 して ，

そ の 評価 と して 持分法を適用す るの で あ る 。

　 しか し， こ の 考え方は ， 子会社 の少数株主 に は

不利益 に は な らな い （そ も そ も完 全子会社に は ，

少数株主 は存 在 しな い ）が ， 依然 と して 未実現利

益 の 配当の 問題が残 る の で ある 。

　  事業部門 の
一

部と考え る 「完全子会社」 の

分配可能額を親会社の 分配可能額 の 範囲 に含め る

こ と が考え られ る。

　親会社の事業部門 の
一

部と考え る 「完全子会社」

の 分配可能額を親会社の 分配可能額 の 範囲に 含め

る （合算す る）。 しか し， こ の考え 方は ，「完全子

会社」 1社 ご と の 分配 可能額を単純 に合算 した か

た ち に な っ て お り， 連結財務諸表上の 数値に基づ

い て算出 して い な い ため ， 連結べ 一ス の 配当規制

とは い い が た い 。 さ ら に ，未実現利益 の 配 当の 問

題 が残 る 。

　 そ こ で ， 以上 の 考察の 結果を踏まえ て ，次の  

の考え方を提言 した い
。

　  「親会社の 分配可能額 と，そ の 完全子会社

の分配可能額を計算 し， こ れ らを合計 した額 （以

下，「親会社 ・完全子会社の 分配可能額」 と い う）」

に つ い て 親会社の 個別 貸借 対 照表に 注記 す る
〔6〕

。

さ ら に
， 親 会社 の 1 株当た りの 「親会社 ・ 完全子

会社の 分配可能額」 に つ い て も注記す る 。 こ れ ら

の 注記事項 は ， 親会社の 分配可能額に つ い て の 補

完情報 と して 注 記 す る もの で あ る 。

　そ の 注記 の方法 と して は，具体的には，会社法

上で は，親会社の 計算書類 の 「個別注記表」
〔T）

に

記 載す る （金融商品取引法上 は，親会社 の 有価証

券報告書 の 個別財務諸表の 「貸借対照表の 注記事

項」 と して 記載す る）。

　次 に ，  の 考え方 に つ い て ， 二菱 UFJ フ ィ ナ

ン シ ャ ル グ ル ープ の 実態を参照 して，実証的 に考

察す る。

  　  の 考え方に つ い て の 検証

　三 菱 UFJ フ ィ ナ ン シ ャ ル グル ープ は，都市銀

行 4行 （三 菱銀行，東京銀行，三和銀行，東海銀

行）と信託銀行 5 行 （二 菱信託銀 行 ， 凵本信託銀

行，東洋信託 銀行 ， 東京信託銀行 ， 東海信託銀行）

が 企業結合 （合併 ・持株会社化）を繰 り返 して ，

2006年 に金融持株会社 〔8）
とな り， 同年 に 上場 し，

現 在に 至 っ て い る 。

　「図表 1」 は，現在の 三 菱 UFJ フ ィ ナ ン シ ャ ル

グル ー
プ の 体制 （概 略） で あ る 。 三 菱東京 UFJ

銀行，三 菱 UFJ 信託銀行 と三菱 UFJ 証 券ホール

デ ィ ン グ ス （中間持株会社）の 3 社は，完全子会

図表 1 三 菱 UFJ フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ループ グ ル ー
プの 体制 （概略）

三菱 UFJ フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル
ープ

（ ）内の 数値 は ，持株比率

三 菱東京 UFJ 銀行 （100％）　　　　 三菱 UFJ 信託銀行 （100％）　　　 三菱 UFJ 証券 HD （100％）

（注 ）　他 に，子 会社 224社，関 連会社 59社が あ る。
〔出所〕　 同社有価 証券報 告書 （2012．3 月期） に よ り筆者作成
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社で ある 。

　「図表 2」 は ， 本体 （親会社）の 配 当状況 を示

して い る。
た とえ ば ，

2012 年 3月期の 親会社の

配当性向は，78．7％ で あ り，支払配当額は，1，877

億円で ある 。 親会社の 「会社法上 の 分配可能額」

は ， 4 兆 3，770億 円で あ り ， 分配可能額に占め る

支払配 当額 の 割合は ， わず か 1：　4．2％ で あ る。

　「図表 3」 は，親会社 の 「会社法上 の分配可能

額」及び 「完全子会社 （代表的な上 記 の 3 社） の

分配可能額」を試算 した もの で あ る。

　さらに，「図表 41 は，親会社の 「1株当た り当

期純利益 」，及び親会社の 「1株 当た りの 親会社 ・

完全子会社の 分配可能額」 を計算 （試算） した も

の で あ る 。

　「図表 3」， 「図表 4」 に お い て
，

2012 年 3 月期

を考察す る 。

図表 2 三 菱　UFJ フ ィ ナ ン シ ャ ル グループの配当状況等
（単位 ；百 万 円，％ ）

決 算 期 支払 配 当 額  当 期純利 益＠ 会社法上 の 分 配 可能額  配 当 性向ω ／回 ω ／四

2008年 3月 141β39 416，833 4，713，060 33，9 2，9

2009年 3月 153，353 299，988 4，471，825 51，1 3．4

2010 年 3 月 149，804 100，088 4，422，079 149．6 33

2011年 3月 190，732 344，931 4，272，343 55．2 4，4

2012 年 3 月 187，777 238，437 4，377，009 78．7 4，2

〔出所〕　 同社有価証 券報告書 に よ り筆者作成

図 表 3　三 菱 UFJ フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル
ープ の 親会社 ・完全 子 会社 の 分 配 可 能額

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単 位 ：百万 円）

決 算 期 会社法上 の 分配可能額け） 完 全 子会社 の 分配可能額（ロ）
‡

  ＋ 回

2008年 3月 4，713，060 2β20．418 7，033，478

2009年 3月 4，471β25 3β55β35 8，327，160

2010年 3月 4，422，079 4，086，912 8，508。991

2011年 3 月 4．272β43 4．464，055 8，736 β98

2012年 3 月 4，377，009 4，831，721 9209，730

＊
三 菱 東京 UFJ 銀行，三 菱 UFJ 信託銀行，三 菱 UFJ 証 券 ホ ール デ ィ ン グ ス （3 社 は ，完全 子 会社） の そ の 他利 益 剰 余金 の 額の

　合計 を分 配 可 能額 と み な す。
〔出所〕　 同社有価証 券 報告書 によ り筆者作成 （試 算）

図表 4 三 菱 UFJ フ ィ ナ ン シ ャ ル グル ーブ ；親会社 の 「1株当た り当期純利益」，

　　　　　親 会 社の 「1 株 当 た りの 親 会 社 ・完 全 子会社 の 分配 可 能額 」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位 ；円）

決 算 期 親会社の 「1株 当 た り当期純利益 」
親 会社 の 「1株当た りの 親会社 ・

完全 子 会社 の 分 配 可能額」

2008 年 3 月 39 647

2009年 3 月 26 714

2010 年 3 月 6 601

2011年 3 月 23 617

2012 年 3 月 15 650

〔出所〕　同社有価証 券報告書に よ り筆者作成 （試算）
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　 まず ， 「図表 3」 に お い て ， （／）親 会社 の 「会社

法上の 分配可能額」は，4 兆 3、770億円で ある 。 （ロ ）

「完全子会社 の 分配可能額の 合計」 は ， 4兆 8，317

億 円で ある。 こ の 仔）と（ロ）の 合計額 （「親会社 ・完

全子会社の 分配可能額」）は ，9 兆 2，097 億円で あ

る 。

　前に述べ た   の 考え方 に基づ き，こ の 「親会社 ・

完全子会社 の 分配可能額」 9兆 2，097億 円に つ い

て 注記す る （具体的に は ，会社法上 で は ， 親会社

の 計算書類の 「個別注記表」 に記載す る。 金融商

品取引法上 は，親会社の 有価証券報告書の 個別財

務諸表の 「貸借対照表の 注記事項」 と して 記載す

る）。 さ ら に ， 親会社の 「1株当た りの 親会社 ・

完全子会社の 分配可能額」 650 円を 上 記 と同様 に

記 載す る （「図表 4」 参照）。 こ れ に 対 し て ，親会

社 の 「1株当た り当期純利益」 は ，
15 円で あ る

。

こ の よ う に そ れぞ れの 1株当た りの 額が大き く異

な る こ とを明 らか に す べ き で あ る 。

　 こ れ らの 注記事項の 位置づ けは，「親会社の 分

配可能額 に つ い て の 補完情報」 と して 記 載す る も

の で ある。

　 こ の よ うな考え方を とれば ， 株主な ど の 投資家

は ，投資判断 と し て ，  個別べ
一

ス で の 当期純利

益 ，   連結 べ 一
ス で の 当期純利益 ，

に加 え て ， 

親会社の 分配可能額の 補完情報 ， と い う投資意思

決 定情報と して の有益な 3 つ の 情報を参照す る こ

とが で きる よ うに な る 。

おわ りに

　大規模 な上 場会社の 実態面で は ， そ の 傘下 に多

くの 子会社群が存在 して い る 。 これに 対応 して ，

会社法で も， 連結計算書類の 作成が制度化 され て

い る 。 連結計 算書類を作成 して い る会社は，連結

配 当規制適用 会社 にな る こ とが で きる 。
こ れは実

態的に ， 連結ベ ー
ス で 企 業価値 （時価 べ 一

ス の純

資産）を判断す るよ うに な っ て きて い る の で ， 配

当 も連結 べ 一
ス で 行 う こ とが合理 的で あ る こ とか

ら創設 された の で あ る 。

　連結配 当規制で は，具体的には，連結の 剰余金

が個別 （親会社）の 剰余金 を下回 っ て い る場合に

は，連結 の 剰余金 の 範囲内で の 配当が限度 とな る。

しか し， 個別 の 剰余金よ りも連結の剰余金が 上回 っ

て い る場合 に は ，個別 の 剰余金 の 範囲内で の 配当

が限度 とな る 。 こ れ は経営者 （取締役）が 配当を

払い す ぎな い よ うに親会社の 債権者の 債権の 担保

とな る財産を一定額留保 させ るため で ある 。 こ う

した保守的な考え方が，会社法で の 連結配 当規制

で あ り ， 個別 ベ ー
ス の 配 当規制を補完する構造 と

な っ て い るの で ある 。

　連結べ 一ス の 配 当規制の 具体的な在 り方 と して ，

本稿で 考察 し た よ う に，た とえ ば，持分 法を親 会

社保 有の 子 会社等株式の 評価 と し て 適用す る こ と

も可能で あ る 。 しか し， わが国 で は，個別貸借対

照表上の 子会社等株式の 評価 に持分法を適用す る

こ とを認め て い な い 。 したが っ て ， 個別 の 剰余金

を超え る配 当が で き るよ うな ドラ ス テ ィ ッ ク な考

え方 に移行す る こ とは，今ま で の 歴史的な株式会

社法 の 理念の 経緯か ら も困難 で ある と考え る。

　そ こ で ， 本稿で は ， 親 会社 の 分配 可能額に，そ

の事業部門の
一

部と考え ら れ る完全子会社の 分 配

可能額を合算 し， 親会社 の 株主に ，「親会社 ・ 完

全子会社の 分配可能額」 と して情報提供す る こ と ，

及び親会社の 1 株当 た りの 「親会社 ・ 完全子会社

の分配可能額」の 情報を提供す る こ と， を提言 し

た。

　上 場会社に お い て 連結経営が
一般化す る中で ，

前に述べ た情報を提供する こ とは，親会社株主 に

と っ て の 有益な投資情報にな ると考える とともに，

公正な株価形成を 目指 して い る証券市場の 健全な

発展に も大い に 資す る もの と考え るか らで あ る 。
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〈注〉

（1）　 な お，わが 国の 制度 で は，連結子会社 を持 た な

　　 い 会社で 関連会社を保有 して い る会社 に つ い て は，

　　持分法 を 適用 した 場合 の 関連会社 の 投資損益 な ど

　　を個 別財務諸表 に 注 記 す る 。

（2）　会社 法 に 基 づ く法 務省令 で あ る 会社計算規制第

　　2条第 3項第 51 号 。

（3）　会計監 査 人設置会社 は，公認会計士 又 は監査法

　　人 に よ る監 査 を 受 け る 。 会社法第 337条 ， 436 条 。

（4）　会社計算規則 第 2条 3項 51号 。

（5）　連結決算が
一

般 化 した現在 ， 会計 上 は ， 事業部

　　 も子会社や 関連会社も区別 は な くな っ て い る。

（6 ）　注記 は，財務諸表本体 の 記載内容 に 関連す る 重

　　要事項を，財務諸表の 本体 とは，別 の 箇所 に言葉

　　や 数値 を 用 い て 記載 す る もの で あ る。

（7 ）　個別注記表 の 内容 は，会計監査人設 置会社 で あ

　　る か ど う か，公開 ・非公開 か ど うか で 異 な る
。

（8）　 金 融庁 に よ り保険業法 に 基 づ く保険持株会社，

　　及 び銀行法 に 基 づ く銀行持株会社の 設立 認可を取

　　得し，
こ れ ら の 金融事業を分社化 して い る 。
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